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【道路特定財源制度の法的根拠】

◇「道路整備費の財源等の特例に関する法律」
・揮発油税収入額を道路整備の財源に充てることを定めている。（H20.3月末まで）
・地方道路整備臨時交付金制度を定めている。 （H20.3月末まで）
◇「租税特別措置法」
・暫定税率を定めている。（揮発油税及び地方道路譲与税はH20.3月末、自動車重量税はH20.4月末）

【道路特定財源諸税】

◇国税３．４兆円：国直轄事業や補助事業等における国庫相当に充当。※H19税収
◇地方税２．２兆円：地方の道路整備費に充当。※H19税収
◇福島県における地方税歳入は約３４４億円、補助事業等の国庫は２００億円。
（県内市町村の地方税歳入は約１７５億円。）※県・市町村ともH17決算

【道路特定財源の見直しについて政府・与党合意(H19.12.7)】

◇１０年間の道路整備費は５９兆円を上回らない。（中期計画(素案)から6兆円圧縮）
◇暫定税率は今後１０年間維持。（今後抜本的な税制改革にあわせ、あり方検討。）
◇０８予算で０７予算（1,806億）を上回る額を一般財源に活用。
◇地方道路整備臨時交付金の補助割合を高める。
◇道路整備のための自治体向け無利子貸付制度創設。（5年間で5,000億）
◇高速道路の料金引き下げに２．５兆円を充当。（10年間）
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※ガソリン及び軽油価格は（財）日本エネルギー経済研究所石油情報センター調べによる１１月時点の福島県平均
※軽油における消費税の扱いは販売の方法により異なる。
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①暫定税率が継続されない場合

◎福島県の歳入は１５８億円減収！

◎県内市町村の歳入は、８２億円減収！

・自動車取得税（暫定5→本則3%）・自動車重量税（暫定6,300→2,500円/0.5t ※自家用車として試算）

②さらに自重・取得税が廃止された場合

◎福島県の歳入は１７２億円減収！（１７２億円は県の維持管理費用の約１．６年分に相当）

◎県内市町村の歳入は、１４７億円減収！（市町村の道路関係歳出の約２３％に相当）

《H19道路特定財源税制の体系》
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1/4 地方道路整備臨時交付金 7,099億円

3/4 21,296億円

1/2 140億円
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1兆797億円

出展：「道路統計年報２００７」
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地方道路譲与税 石油ガス譲与税 自動車取得税 軽油引取税
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①▲158
（46%↓）
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出展：H17市町村財政年報
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《減収の試算》
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